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仙台市護保険審議会 地域包括支援センター運営委員会 

（第９期計画期間 第５回会議）議事録 

 

日時：令和７年７月３日（木）15：30～16：40 

場所：仙台市役所本庁舎８階第２委員会室 

 

〈出席者〉 

【委員】 

橋本治子委員長、久米大介委員、鹿野英生委員、狩野クラ子委員、駒井伸也委員、佐々木心

委員、鈴木徳子、高橋順子委員、鶴田弥生委員 以上９名、五十音順 

 

【仙台市職員】白岩保険高齢部長、庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長、浅野地域

包括ケア推進課認知症対策担当課長、小笠原高齢企画課長、松田介護保険課長、大友介護事

業支援課長、峯岸地域包括ケア推進課地域包括支援係長、松本地域包括ケア推進課介護・フ

レイル予防推進係長、菅原介護事業支援課ケアマネジメント指導係長、青栁高齢企画課在宅

支援係長、関介護保険課管理係長 

 

〈議事等要旨〉 

１ 開会 

・ 会議公開の確認→異議なし 

・ 議事録署名委員につい久米野委員に依頼→久米委員了承 

 

２ 報告 

（１）令和７年度地域包括支援センターの事業計画について 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長から説明（資料１-１、資料１-２） 

【質疑応答】 

佐々木委員： 仙台市が政令指定都市に移行して間もなく 40年を迎え、行政区ごとに異な

る状況がある中で、全体を総じて見ている地域包括ケア推進課が、各エリ

アごとの取り組みや評価をどのように整理・把握されているのか説明いた

だき、区で分けた時の全体の評価はどうなのかというのを伺いたい。 

また、資料では「災害時要援護者」と記載されている一方で、説明では

「災害時要配慮者」という言葉が使われているため、両者の違いも説明い

ただけると助かる。 

 

庄子参事： 区ごとの評価については、個別ケア会議の開催によって地域課題の把握が

徐々に進んできたため、次年度は、介護保険審議会へ地域ケア会議を積み
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上げて得られた包括圏域会議の課題、包括圏域会議を積み上げて得られた

区地域ケア会議の課題を紹介できるよう、各区とも連携しながら準備を進

めていく。 

なお、区ごとの特徴としては、若林区・宮城野区は、東日本大震災の影響

もあり、防災に関する取り組みに力を入れている傾向がある。青葉区と太

白区については、都市部と山間部が混在しており、地域の状況が二極化し

ている印象がある。中でも青葉区の都市部は、町内会の活動が活発でない

地域やマンションが多い地域など、地域づくりが難しいという声も聞かれ

ている。泉区に関しては、かつてニュータウンとして若い世代が多かった

地域が、急速に高齢化しているケースが多く見られるが、以前から介護予

防に積極的に取り組んでいる地域では成果が深まっていることも確認され

ている。一方で、新たに介護予防に力を入れ始めた地域や新しいまちづく

りを模索している地域もあり、泉区は複合的な課題が顕在化してきている

と認識している。 

「災害時要援護者」と「災害時要配慮者」という用語の使用については、

今年度は要援護者リストも使うが、町内会等へ「要配慮者」の説明も進め

ているところで、どちらの表現を用いるか迷いがあり、結果として両方の

言葉を使用した。なお、現在、個別避難計画の策定を進めているところで

あるため、次年度はその動きについてもご説明できればと考えている。 

 

佐々木委員： 町内会の加入率が 30年前の 90％から 70％台まで低下している中で、地域と

のつながりを強化するために今後は「学校」との連携を強化すべきと考える。

地域包括支援センターの皆様は、多岐にわたる業務を担っていただいている

が、学校との連携や参画についても、この審議会において議論がなされ、包

括支援センターの今後の取り組みのきっかけとなるとありがたいと思う。 

なお、町内会については課題があるケースもあるため、横断的な連携を図っ

ていただくことが望ましいと考える。これは質問というよりも、今後の取り

組みに対するお願いとして申し上げるものである。 

 

鈴木委員： 認知症になると「お金を引き出せなくなるのではないか」といった不安を抱

えるご家族が多く、問い合わせをいただくことがある。このような不安に対

しては、地域の金融機関と連携して、家族信託など認知症と診断される前か

らできることを説明していただくと、ご家族にとって心強い支援になるので

はと考える。そのため、地域の金融機関や町内会などと連携しながら、こう

した取り組みを進めていただければ幸いである。 
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浅野担当課長： 家族信託等については、市ではあまり啓発に力を入れていなかった。各地

域包括支援センターにおいて、成年後見制度の周知とともに、今どういっ

た取り組みがなされているのかという情報収集も含め、検討してまいりた

い。 

 

鹿野委員： 資料 1に「地域・関係機関との連携・ネットワークづくり」とあるが、医

療機関や福祉関係者の連携先の情報が更新されていない可能性があると感

じるため、連携先の情報が適切にアップデートされているのか、改めて確

認いただきたい。やる気のある事業所が取り残されてしまうことのないよ

う、連携体制の見直しをお願いしたい。 

 

庄子参事： 在宅ケア連絡会などの連携先については、基本的に自主的な活動として運

営されており、仙台市としてそのアップデート状況を直接確認する状況で

は現状ないが、ホームページ上で連絡先を確認できるように準備を進めて

いる。 

また、報告会の報告書をいただく際にアップデートしていただきたいこと

も併せて伝えていきたいと考えている。 

 

 

 

報告（２）令和７年度地域包括支援センター設置状況について 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長から説明（資料２） 

 

【質疑応答】 

佐々木委員: 業務の振り分けや職員の配置について、どのような基準で判断されている

のか。 

 

庄子参事： 仙台市では概ね 6,000人ごとに、3職種に加えて機能強化職員 1名を配置

することを基本としている。 

6,000人を超える場合は圏域の分割も検討している。ただし、地域包括支

援センターの増設や圏域の変更については、3年に 1度の計画年度ごとに

見直しを行っており、その際には地域包括支援センター運営委員会にて、

基準の妥当性についても諮問している。 

また、見直し以外の期間では、翌年度の高齢者人口を推計し、6,000人超

える見込みがある場合に、1名の職員を加配するなど、職員数を調整する

仕組みを取っている。 
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佐々木委員： 地域によっては非常に努力されているところもある。その点について十分

に配慮いただきたい。 

また、地域包括支援センターの配置についてだが、配置場所が利用しやす

いかどうか、利用者にとって適切かどうかアンケート調査などを実施した

ことがあるのかお聞かせいただきたい。 

 

庄子参事： 地域包括支援センターの設置場所については、（公募の際に提案してもら

う形になっており、こちらから指定はできないが）職員が積極的に訪問す

る体制を取っているため、中心部になければならないという条件はつけて

いない。また、地域包括支援センターからのアウトリーチによる訪問でな

い場合でも、例えば、介護予防教室など地域向けの活動は、利便性の良い

場所で実施するセンターが多い。 

 

佐々木委員： 地域包括支援センターの職員が車で訪問する際、「駐車許可証」のような

ものは交付されているのか。職員が業務を円滑に行えるような環境が整っ

ているのか伺いたい。 

 

庄子参事： 地域包括支援センターの訪問対応については、自転車やバイクなども活用

されているが、車訪問に関しては、駐車許可証が必要という声は私の記憶

の限りではない。 

なお、訪問対応が中心ではあるが、来所による相談も一定数存在してい

る。 

 

髙橋委員： 高齢者の人数と地域包括支援センターの職員数を比較した際に、高齢者が

多い地域に必ずしも多くの職員が配置されているようには見受けられない

ように思う。実際に支援を必要とする方の割合などに応じて職員数が調整

されているのではないかと感じたが、その現状について、どのようなお考

えか。 

 

庄子参事： 職員の基本的な配置基準については、高齢者 6,000人に対して 4名を配置

することを原則としているが、実際は地域包括支援センターの運営法人

が、必要に応じて職員数を増加している。なお、ケアプランの作成数が多

い場合は（職員の配置に対する）加算もしているため、ケアプラン作成数

が多いと支援が必要な方が多い状況となり、職員が増えていると考える。 
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３ 議事 

（１）令和７年度地域包括支援センター事業評価及び指導の実施について 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長、大友介護事業支援課長から説明 

（資料３－１、資料３－２、資料３－３、参考資料１、参考資料２） 

 

【質疑応答】 

佐々木委員： 

 

この監査は誰が行っているのか。 

 

庄子参事： 地域包括支援センターとしての事業監査については地域包括ケア推進

課、介護予防支援事業所としては運営指導という形で介護事業支援課が

監査をしている。 

 

狩野委員： 昨年あった事業評価Ⅰのレーダーチャートがなかなか戻ってこないとい

うのはないということでよいのか。 

 

庄子参事： 参考資料２のスケジュールを確認する限りでは、年内に届くと思ってい

る。 

 

佐々木委員： 国は制度を見直したと思うが、市としてこの制度改正をどう理解されて

いるのか。 

 

庄子参事： アウトプットに関する指標も含まれていることから、より実効性のある

評価・監査になっているのではないかと感じている。 

ただし、現時点ではまだ評価結果が届いていないため、実際にこの内容

かどうかは不明だが、もしこの通りであれば、より有効に活用し、地域

包括支援センターの運営に活かしていきたいと考えている。 

 

橋本委員長: 

 

「（１）令和７年度地域包括支援センター事業評価及び指導の実施につ

いて」は承認としてよろしいか。 

 

 （一同承認） 

 

橋本委員長: では当議案を承認とする。 
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（２）令和７年度地域包括支援センター運営委員会スケジュール（予定）について 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長から説明（資料４） 

 

【質疑応答】 

なし 

 

橋本委員長: ご意見ご質問がなければ「（２）令和７年度地域包括支援センター運営委

員会スケジュール（予定）について」は承認としてよろしいか。 

 

 （一同承認） 

 

橋本委員長： それでは当議案を承認とする。 

 

 

４ その他 

 

【質疑応答】 

 なし 

 

５ 閉会 

 

 

 


